
総社市税条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

令和８年３月３１日 

 

総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第１６号 

 

総社市税条例施行規則の一部を改正する規則 

 

総社市税条例施行規則（平成１７年総社市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動条」という。）に対応する同表の改正後の欄中条の表示に下線が引かれた条（以下「移動

後条」という。）が存在する場合には，当該移動条を当該移動後条とし，移動条に対応する移動後条が存在しない場合には，当該移動条（以下「削除条」と

いう。）を削る。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条の表示，削除条及び様式の表示を除く。以下「改正部分」という。）を当該改正部分に対応する同表の改正

後の欄中下線が引かれた部分に改める。 

 次の表の改正前の欄中様式の表示に下線が引かれた様式（以下「移動様式」という。）を当該移動様式に対応する同表の改正後の欄中様式の表示に下線が

引かれた様式とする。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（納入書等の様式） 

第４条 次の各号に掲げる文書の様式は，当該各号に定めるところによる。

(１)～(31) 略 

(32) 軽自動車税減免申請書 様式第３７号の２ 

(33) 略 

(34) 軽自動車税減免決定通知書（その１） 様式第３８号の２ 

(35) 軽自動車税減免決定通知書（その２） 様式第３８号の３ 

(36)及び(37) 略 

(38) 軽自動車税課税免除申請書 様式第４１号 

(39) 軽自動車税課税免除決定通知書 様式第４２号 

(40) 軽自動車税課税免除却下通知書 様式第４３号 

(41) 軽自動車税課税免除取消通知書 様式第４４号 

(42)～(53) 略 

 

（納入書等の様式） 

第４条 次の各号に掲げる文書の様式は，当該各号に定めるところによる。

(１)～(31) 略 

(32) 軽自動車税種別割減免申請書 様式第３７号の２ 

(33) 略 

(34) 軽自動車税種別割減免決定通知書（その１） 様式第３８号の２ 

(35) 軽自動車税種別割減免決定通知書（その２） 様式第３８号の３ 

(36)及び(37) 略 

(38) 軽自動車税種別割課税免除申請書 様式第４１号 

(39) 軽自動車税種別割課税免除決定通知書 様式第４２号 

(40) 軽自動車税種別割課税免除却下通知書 様式第４３号 

(41) 軽自動車税種別割課税免除取消通知書 様式第４４号 

(42)～(53) 略 



改 正 後 改 正 前 

(54) 軽自動車税納税通知書兼領収証書 様式第６４号 

(55) 軽自動車税納税通知書（口座振替） 様式第６４号の２ 

(56) 軽自動車税納税証明書 様式第６８号 

(57)～(68) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(54) 軽自動車税種別割納税通知書兼領収証書 様式第６４号 

(55) 軽自動車税種別割納税通知書（口座振替） 様式第６４号の２ 

(56) 軽自動車税（種別割）納税証明書 様式第６８号 

(57)～(68) 略 

 

（環境性能割の減免対象） 

第８条の３ 条例附則第１５条の３に規定する軽自動車は，次に掲げるもの

のうち市長が必要と認めるものとする。 

(１) 身体に障害を有し歩行が困難な者であって市長が別に定めるもの（以

下この条において「身体障害者」という。）が運転する軽自動車であっ

て当該身体障害者が取得するもの 

(２) 精神に障害を有し歩行が困難な者であって市長が別に定めるもの（以

下この条において「精神障害者等」という。）が運転する軽自動車であ

って当該精神障害者等が取得するもの（当該精神障害者等が軽自動車を

取得することができないことについて特別の事情があると市長が認め

る場合には，当該精神障害者等と生計を一にする者が取得するものを含

む。） 

(３) 身体障害者又は精神障害者等（以下この条において「身体障害者等」

という。）と生計を一にする者が当該身体障害者等の通学，通院，通所，

生業その他これらに類するもの（次号において「通学等」という。）の

ために運転する軽自動車であって当該身体障害者等が取得するもの（当

該身体障害者等が軽自動車を取得することができないことについて特

別の事情があると市長が認める場合には，当該身体障害者等と生計を一

にする者が取得するものを含む。次号において同じ。） 

(４) 身体障害者等（身体障害者等のみで構成される世帯の者に限る。）を

常時介護する者が当該身体障害者等の通学等のために運転する軽自動

車であって当該身体障害者等が取得するもの 

(５) 構造上身体障害者等の利用に供する軽自動車であって市長が別に定

める構造を有するもの 

(６) 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条第２項に規定

する特定非営利活動法人が当該特定非営利活動法人の設立当初の役員

又は社員から無償で取得し，かつ，当該設立の日から３月以内に道路運

送車両法（昭和２６年法律第１８５号）第６７条第１項の規定により所



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

（市税減免決定の通知） 

第８条の３ 略 

 

様式第３２号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第３７号の２（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第３８号（第４条，第８条の３関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第３８号の２（第４条，第８条の３関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第３８号の３（第４条，第８条の３関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第４１号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第４２号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第４３号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

有者の変更について自動車検査証の記入を受けた軽自動車であって，特

定非営利活動促進法第１１条第１項第３号の規定により当該法人の定

款に記載された特定非営利活動に係る事業の用に現に供されているも

の 

(７) 前各号に掲げるもののほか，天災その他特別の事情があると市長が認

める軽自動車 

（市税減免決定の通知） 

第８条の４ 略 

 

様式第３２号（第４条関係） 略 

 

 

様式第３７号の２（第４条関係） 略 

 

 

様式第３８号（第４条，第８条の４関係） 略 

 

 

様式第３８号の２（第４条，第８条の４関係） 略 

 

 

様式第３８号の３（第４条，第８条の４関係） 略 

 

 

様式第４１号（第４条関係） 略 

 

 

様式第４２号（第４条関係） 略 

 

 

様式第４３号（第４条関係） 略 

 

 



改 正 後 改 正 前 

様式第４４号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第５４号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第５６号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第６４号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第６４号の２（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

 

様式第６８号（第４条関係） 

（別紙のとおり） 

  

様式第４４号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５４号（第４条関係） 略 

 

 

様式第５６号（第４条関係） 略 

 

 

様式第６４号（第４条関係） 略 

 

 

様式第６４号の２（第４条関係） 略 

 

 

様式第６８号（第４条関係） 略 

 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は，令和８年４月１６日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則施行の際，現に保有する様式は，当分の間所要の調整をして使用することができる。 



様式第３２号（第４条関係） 

 

    

納税義務者 
住所（所在地）  

氏名（名称）  
 

年度（賦課年度） 年 度 

税 目 納付すべき額（円） 納付済額（円） 納期未到来額（円） 滞納額（円） 備 考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      
 

備考 

 上記のとおり相違ないことを証明します。 

       年  月  日 

総社市長          印   

納 税 証 明 書 



様式第３７号の２（第４条関係） 

軽 自 動 車 税 減 免 申 請 書 

     年  月  日 

  総社市長    様 

 

申請者  住 所（所在地）                

           （納税義務者） 

氏 名（名 称）                

 

                  身体障害者等との続柄 本人・その他（     ） 

           （身体障害者等減免のみ記入のこと） 

個人番号又は法人番号 

             
 

 総社市税条例第  条の規定により次のとおり市税の減免について申請します。 

減

免

申

請

の

軽

自

動

車

等 

種

 

別  

原動機付自転車 軽 自 動 車 
 

２ 輪 の 

１種 

（一般） 

１種 

（特定） 

２種 

乙 

２種 

甲 

ミニ 

カー 
２輪 ３輪 

４輪 

乗用 

４輪 

貨物 

小型自動車 

車両番号又は標識番号   車 名   

年 度 別    年度 税 額  円 

主 た る 定 置 場 総社市 

使 用 目 的  

身

体

障

害

者

等 

住 所   

氏 名  生 年 月 日      年   月   日 

手帳番号   手帳交付年月日   年   月   日 

障 害 名 
  

障 害 の 程 度 Ａ級 
項症 

款症 

□ 上記の者について，この車両以外に自動車税又は軽自動車税の減免を受けていません。 

□ 減免の可否決定のため必要があるときは，身体障害者手帳等の記載内容について，総社市

社会福祉事務所に照会することに同意します。  

自

動

車

運

転

者 

住 所  氏 名   

免 許 証 の

交付年月日 
   年  月  日 免 許 証 の 種 類 

  

免 許 証 の

有 効 期 限 
   年  月  日 免 許 証 の 番 号 

  

免 許 証 の

条 件 

  身体障害者等との 

続 柄 

  

家族運転

の場合の

み 記 入 

使

用

目

的 

１通 勤 

２通園・通学 

３通   院 

４生 業 

週平均の通勤・通園・通学・通院日数 日 

（生業の場合はこの欄へ具体的に記入のこと） 

（注意）１ 申請の際は，身体障害者手帳等，運転免許証，軽自動車税納税通知書（納付書）を提示

のこと。 

    ２ 種別，家族運転の使用目的は該当の所を〇で囲むこと。 

    ３ １人の身体障害者等について自動車税又は軽自動車税のどちらか１台のみで減免を受け

ることができます。 



様式第３８号（第４条，第８条の３関係) 

第   号 市税減免決定通知書（   税） 

年  月  日  

 

          様 

 

 

 

総社市長          印  

 先に申請のありました市税の減免について，次のとおり減額を決定しましたので通知し

ます。 

年 度 別        年度 

税 目 
  

納税通知書番号 第     号 

  年 税 額 
期 別 

１ 期 ２ 期 ３ 期 ４ 期 

当 初 額 
円  円 円 円 円 

更 正 額 
          

差 引

減 免 額 

          

事 由 

  

 



様式第３８号の２（第４条，第８条の３関係） 

 

                                      年  月  日 

  

                 様 

                              総社市長         印 

 

 年度 軽自動車税減免決定通知書 

 

 先に申請のありました市税の減免について，総社市税条例第８９条の規定により，次のとおり決定し

ましたので通知します。 

 

◆減免対象の納税義務者 

住 所 

（所在地） 

 

氏 名 

（名 称） 

 

 

◆減免対象の車両 

車 種 
 

車両番号 

（標識番号） 

 

 

◆減免の内容 

通 知 書 番 号  課税年度  

減免対象区分  

税 額            円 減免税額            円 

差引納付税額            円 

 



様式第３８号の３（第４条，第８条の３関係） 

 

                                      年  月  日 

  

                 様 

                              総社市長         印 

 

 年度 軽自動車税減免決定通知書 

 

 先に申請のありました市税の減免について，総社市税条例第９０条の規定により，次のとおり決定し

ましたので通知します。 

 

◆減免対象の納税義務者 

住 所 

（所在地） 

 

氏 名 

（名 称） 

 

 

◆減免対象の車両 

車 種 
 

車両番号 

（標識番号） 

 

 

◆減免の内容 

通 知 書 番 号  課税年度  

減免対象区分  

税 額            円 減免税額            円 

差引納付税額            円 

 



様式第４１号（第４条関係） 

 

  年  月  日 
 
総社市長      様 

 
申請者 住 所 又 は 所 在 地 

氏名又は名称及び代表者名 
                電 話 番 号 
                古 物 商 許 可 番 号 

 
軽自動車税課税免除申請書 

 
総社市税条例第８１条の３の規定により，次のとおり    年度軽自動車税の課税免

除を申請します。 
なお，課税免除の審査のため，市税の納付状況，車両の状況，売買・販売等に係る一切

の書類及び電子データについて，市が調査し，又は確認することに同意します。 

 

車両番号 取得年月日 
取得時の 

走行距離① 

賦課期日現在の 

走行距離② 

差引走行 

距離②－① 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

  Km Km Km 

 
【添付書類】 
１ 古物営業法第５条第２項に規定する許可証の写し 

２ 自動車検査証又は軽自動車届出済証の写し 

３ 古物台帳の写し又は電磁的記録の内容が分かる書類（取得時における走行距離が記載

されたものに限る。） 

４ 賦課期日における走行距離並びに展示している状況及び車両番号が確認できる写真 

５ その他市長が必要と認める書類 



様式第４２号（第４条関係） 

 
第     号 
年  月  日 

 
           様 
 

 総社市長       印  
 
 

軽自動車税課税免除決定通知書 
 
 
     年度軽自動車税について，次の車両の課税免除を決定しましたので通知します。 

 

車両番号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４３号（第４条関係） 

 
第     号 
年  月  日 

 
           様 
 

 総社市長       印  
 
 

軽自動車税課税免除却下通知書 
 
 
     年度軽自動車税の課税免除申請がありました次の車両について，課税免除しな

いことを決定しましたので通知します。 
 

車両番号 却下理由 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
（教示） 



様式第４４号（第４条関係） 

 
第     号 
年  月  日 

 
           様 
 

 総社市長       印  
 
 

軽自動車税課税免除取消通知書 
 
 
     年  月  日付け， 第  号で決定した軽自動車税の課税免除について，

次の車両の課税免除を取り消すことを決定しましたので通知します。 
 

車両番号 取消理由 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
（教示） 



総社市長

▼10月から2月の公的年金から特別徴収される月と金額

▼賦課期日時点氏名・住所

(単位：円)

年 税 額 給 与 特 徴 税 額 年 金 特 徴 税 額 差 引 普 通 徴 収 税 額

通知書番号

金融機関名

口座番号 振替方法

口座名義人

納期限

▼一括で納めていただく場合

＊一括での納付をご希望の場合，納めていただく金額は右記のとおりとなります。

支払者の法人番号

公的年金の種類

支払者の名称

年 金 よ り 特 別 徴 収 さ れ る 額

年 金 よ り 特 別 徴 収 さ れ る 額

▼来年度も引き続き公的年金からの特別徴収の対象となる場合に，

　来年度の4月から8月の公的年金から特別徴収される月と金額（仮徴収税額）

▼昨年度の通知書でお知らせした，4月から8月の公的年金から特別徴収される月と金額

（仮徴収税額）

▼特別徴収対象の公的年金の種類と支払者の名称・法人番号

給 与 収 入

公 的 年 金 等 収 入

合 計 所 得 金 額

繰 越 損 失 額

総 所 得 金 額 等

控 除 合 計

税 額 控 除 前 所 得 割

▼所得金額等 ▼所得控除額

▼課税標準額

▼算出税額

所 得 割 額

均 等 割 額

▼扶養親族・特親該当区分 ▼本人該当区分

控

配

老

配

特

定

同

老

老

人

16歳
未満

その
他

同

障

特

障

他

障

未成
年者

特

障

他

障

減免額・免除額

年 税 額（住民税及び森林環境税の額）

給与・公的年金等からの特別徴収税額

差引普通徴収税額(本年度納めていただく額)

控除不足額

（うち還付額）

(単位：円)

※「充当又は委託納付額」がある場合は，実際に納める額は充当又は委託納付額を差し引いた金額となります。

森　林　環　境　税　額

勤労
学生

寡

婦

特

親

年　　月　　日

様

市民税・県民税・森林環境税納税通知書

市民税・県民税・森林環境税課税明細書

印

mstsc
タイプライターテキスト
様式第５４号（第４条関係）




税率及び賦課の根拠等について 

 

1 税率 

 

2 賦課期日 

 

3 賦課の根拠 

 

4 市民税・県民税・森林環境税が課税されない方 

 

5 納期 

 

6 納税管理人 

 

7 延滞金及び督促手数料 

 

8 滞納処分 

 

9 不服申立て及び取消しの訴え 



給 与 所 得 （ 所 得
金額調整控除後）

その他の所得計

所

得

市民税･県民税

営
業
等

農

業

不
動
産

利

子

配

当

給

与
雑主 た る 給 与

以 外 の 合 算
所 得 区 分

総所得金額①

特定親族特別

基 礎

所得控除合計②

控

配

老

配

特

定

同

老

老

人

同

障

特

障

他

障

寡

婦

勤そ
の
他

特

障

他

障

譲
渡

一
時
・

未
成

者
年

繰
越
損

失

扶養親族該当区分 本人該当区分

所

得

控

除

総 所 得 ③

分離短期譲渡

分離長期譲渡

山 林 所 得

株式等の譲渡

課

税

標

準

特別徴収税額の決定・変更通知書 (納税義務者用)

給 与 収 入

労
学
生

ひ
と
り
親

先 物 取 引

（摘要）

給与所得等に係る

上場株式等の配当等

16
歳
未
満

総社市長

･ 森 林 環 境 税
市民税･県民税 特別徴収税額通知書 (納税義務者用)給与所得等に係る

･ 森 林 環 境 税 受 給 者 番 号

住 所

宛 名 番 号指 定 番 号

氏 名

特

親

障･寡･ひ･勤

配 偶 者

配偶者特別

扶 養

雑 損

医 療 費

社会保険料

小規模企業共済

生命保険料

地震保険料

県

民

税

税額控除前所得割額 ④

税額控除額⑤

所 得 割 額⑥

均 等 割 額⑦

④

税額控除額⑤

所 得 割 額⑥

均 等 割 額⑦

特 別 徴 収 税 額

額

税 税額控除前所得割額

市

民

税

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

控 除 不 足 額

既充当・既委託納付額

既 納 付 額

差引納付額（⑨-⑫-⑩,⑪）

変 更 前 税 額

増減額（⑨－⑬）

変 更 月 月

６月分

納 付 額

７月分

８月分

９月分

10月分

11月分

12月分

１月分

２月分

３月分

４月分

５月分

⑧森 林 環 境 税 額

印

（単位：円）

　　　　年　　月　　日

mstsc
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様式第６４号（第４条関係） 

 

総社市　納付書（納入済通知書）

　 　　　    

車両番号

円 証明書有効期限

様
備考

総社市長

（

年　　月　　日

上記のとおり領収しました。 総社市長

総社市会計管理者　様 上記のとおり納付します。

この票は，コンビニ店舗，取扱金融機関が保管する。 上記のとおり領収しました。

税率及び賦課の根拠等について

1　税率

2　賦課期日

3　賦課の根拠

4　納期

5　延滞金及び督促手数料

6　滞納処分

7　不服申立て及び取消しの訴え

取りまとめ店 ゆうちょ銀行 公金ＱＲ受持貯金事務センター　

※車両番号等

が「＊」印で

消されている

もの，領収日

付印のないも

のは無効です。

年度 期別

総社市指定金融機関等

　通知書番号

領 収 日 付 印

(納付者保管）　この票は，コンビニ本部，市役所が保管する。

領 収 日 付 印 領 収 日 付 印

コ

ン

ビ

ニ

等

収

納

用

納付者氏名 指定期限

合計金額

収納機関

番　　号

納付

番号

確認

番号

税(料)額 円 円

納期限

バーコード

使用期限

　口座記号番号納付

区分

円

岡山県

総社市

合計金額

　税(料)額

領 収 日 付 印

通知書番号

総社市会計管理者

公 公
総社市　納付書（原符）

円

円

　合計金額

円

円

円

01230-3-960055

軽自動車税納税通知書兼領収証書（総社市）

口座記号

番　　号
01230-3-960055 合計金額

公

加入者名 総社市会計管理者
　加入者名

　納期限

　指定期限

　納付者氏名

収入印紙不要(納付者保管）

印 備考

※

こ

の

領

収

証

書

は

５

年

間

大

切

に

保

管

し

て

く

だ

さ

い

。

車 両 番 号

又 は 標識 番号

円

円

年度

口座記号番号

円

車種

納期限

税(料)額 円

印

加入者名

総社市会計管理者

軽自動車税納税証明書

総社市　（継続検査用）

この納税証明書は，車検において

自動車検査証の返付を受ける際に

必要となる場合がありますので，

大切に保管してください。

01230-3-960055

通知書番号

納付者氏名

下記の金額を納期限までに

納付してください。



様式第６４号の２（第４条関係） 

    年  月  日 

様 

                総社市長         印 

 

軽自動車税納税通知書（口座振替） 

 

次の税額をあなたが指定された金融機関の口座から振替します。 

納 税 義 務 者 
 

 

年 度  

振替対象台数 台 合 計 金 額 円 

金 融 機 関 名  支 店 名  

口 座 種 別  口 座 番 号  

口 座 名 義 人  

納 期 限  振 替 日  

 

通 知 書 番 号 車両番号（標識番号） 車 種 
税 額 

備考 

   

円  

   

円  

   

円  

   

円  

 

 



税率及び賦課の根拠等について 

 

１ 税率 

 

２ 賦課期日 

 

３ 賦課の根拠 

 

４ 納期 

 

５ 延滞金及び督促手数料 

 

６ 滞納処分 

 

７ 不服申立て及び取消しの訴え 



様式第６８号（第４条関係） 

 
 

軽 自 動 車 税 納 税 証 明 書 
 

納税義務者 

住  所 
（所在地） 

 

氏  名 
（名 称） 

 

 

車   両   番   号  

納 税 年 月 日  

証 明 書 有 効 期 限  

備      考                     

 
上記のとおり証明します。 

       年  月  日 
 

総社市長          印 


